
平成３０年度 (公財)松山観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ協会事業計画 

 

■活動方針 

 平成３０年度は、当財団としては、公益財団法人としての使命と社会的責任を自覚し、高い

公益性を発揮しながら、まちの魅力である「光」を発信し、観光・物産・コンベンションの

振興を図り、松山市・愛媛県の経済活性化に努めていく。 
観光・物産振興事業としては、平成３１年１月以降に取り組むことが決まった道後温泉本

館改修工事による影響などを見据えつつ、松山市と連携して「瀬戸内・松山」構想を推進する

とともに、これまで同様「しまなみ・やまなみ」などの魅力ある地域と協力し、本市ならではの

まち歩きの促進や食の観光の充実を図り、交流人口と滞在時間の増加を目指す。また、昨年度は

国体の影響で開催を見合わせた「大神輿総練」を実施することで、松山神輿を中心とした「愛

媛のまつり」を県内外にアピールし誘客に協力するなど、新たな観光資源の発掘およびＰＲ

に努める。受入面では、松山市においても「おもてなし度向上策」を実施することから、観

光客に対するおもてなしの充実を図るために、観光ボランティアガイドと連携したソフト面

のサービスを強化するとともに、案内所における多言語化対応等に努める。また、「食」の面

での情報発信を行うことで、国内外からの観光客への対応を強化する。物産面では、集客が

見込まれ、発信力の高い首都圏において愛媛県・松山市が開催するイベント等への協同出展

や共催を検討し、観光キャンペーンや誘客イベントと併せ、より充実した内容で効果的に本

市の魅力を発信していく。 

コンベンション推進事業においては、既存事業である７都市情報交換会加盟都市や中四国

地区の他都市との広域連携をさらに推進するとともに、キーパーソンの訪問や視察受入、ま

た「愛媛・松山」ならではの観光資源や施設等でのユニークベニューの活用など「愛媛・松

山」の魅力を活かした特色ある大会開催を提案することで厳しい都市間競争の中、他都市と

渡り合えるよう効果的な情報収集ならびに誘致活動を行う。 

  また、国際交流事業として、松山市と友好交流都市台湾・台北市との交流を深め、チャ

ーター便を利用しての相互送客を図るなど観光経済交流事業を継続するほか、アジアを視野

に入れた海外からの誘客交流事業に愛媛県・松山市と協力して取り組んでいく。 

  

＜(公財)松山観光コンベンション協会定款（抜粋）＞ 

（目的） 

第３条 この法人は、松山市及び愛媛県が有する文化的、社会的、経済的特性を生かし、国

内外の観光客及び国内・国際コンベンションの誘致支援等を行うことにより、松山市の観

光・物産振興と松山市及び愛媛県におけるコンベンションの振興を図り、もって国際的な

相互理解の増進、地域経済の活性化及び文化の向上に寄与することを目的とする。 
 （事業） 

第４条 この法人は、前条の公益目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 観光・物産振興のために行う事業の企画、実施、支援に関すること。 
(2) コンベンション振興のために行う事業の企画、実施、支援に関すること。 
(3) ＰＲ商品の販売等に関すること。 

(4) その他この法人の目的達成に必要な事業 
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Ⅰ．公益目的事業別事業計画                         

 

１．観光・物産振興事業（公益目的事業１）                  

 予算総額 101,718 千円  

（人件費を除く。以下同じ） 

       

 

（１）おいでんか松山観光客誘致促進事業            支出予算 3,000 千円 

受注型企画旅行で送客のあった旅行会社等を通じバス等の借上げ料について、

実施要項に基づきその経費の一部を助成する。 

 

 

（２）松山マドンナ大使関連事業               支出予算 3,061 千円 

公募により選出された松山マドンナ大使の派遣活動等を通じて、松山の観光・

物産ＰＲや観光客誘致を効果的に行う。 

 

 

（３）観光ＰＲ事業                     支出予算 22,985 千円 

                                      

新聞、雑誌等の各種広告媒体を活用した広報宣伝事業に取り組むとともに、イ

ベント等の事業実施を通じて、効率的な観光情報の発信を行う。 

 ① 広告宣伝関連 

   ア 時刻表、雑誌、新聞等への広告等 

   イ 愛媛ＦＣ及び愛媛マンダリンパイレーツの試合会場への看板掲出 

   ウ 愛媛マラソン手荷物預かり袋広告制作 

② イベント関連 

  ア 大神輿総練 
          期 日  平成 30年 9月中旬（予定） 

          場 所  松山市城山公園（堀之内地区） 

          内 容  ・松山神輿（約 30 基）などによるパフォーマンス 

               ・伝統芸能披露（野球拳おどり、水軍太鼓） 

               ・えひめの物産展（県内市町の特産品販売や観光 PRブース 

の出展） 
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（４）観光キャンペーン事業                 支出予算 32,435 千円 

市内外において、関係機関と連携を図りながら、イベント等の事業実施を通じ

て、松山の観光ＰＲ・観光客誘致を行う。 

ア．四国観光立県観光キャンペーン(未定) (協賛事業) 

     期 日  平成 30 年（未定） 

イ．瀬戸内連携共同観光キャンペーン（松山市と連携） 

     期 日  平成 30 年（未定） 

ウ．「松山 DAY in 神宮球場」観光キャンペーン（協力：ヤクルト球団） 

期 日  平成 30年 8月 7日（火）（予定） 

場 所  神宮球場 

内 容  東京ヤクルトスワローズの神宮球場ホームゲーム 

において松山市の観光宣伝等を実施 

      エ．松山の観光ＰＲ事業（台湾） 

        期 日  平成 30年 10 月（予定） 

        場 所  台湾 台北市 

        内 容  松山の観光ＰＲブースを出展し、松山の文化や観光情報の提供 

             等ＰＲを実施 

      オ．松山の観光ＰＲ事業（香港） 

        期 日  平成 30年 11 月（予定） 

        場 所  中国 香港特別行政区 

        内 容  愛媛県や愛媛ＤＭＯなどと協同で、現地旅行会社などへセール

スを実施し松山への誘客に努める。 

 

 

（５）物産と観光展事業                 支出予算   8,741 千円 

                         

首都圏等の百貨店や交通結節点等において、松山の物産展や観光ＰＲの企画・

運営を行い、観光物産事業の振興による誘客拡大、地域活性化を目指す。 

ア．松山の物産と観光展 札幌市(さっぽろ東急百貨店) 

期 日 平成 31年 2月下旬（予定） 

 イ．首都圏等での物産展 

      適宜、愛媛県および松山市の実施している観光キャンペーン等と連携 

し、物産販売や観光ＰＲを実施する。 

 

 

 （６）パンフレット等の作成・頒布事業            支出予算 1,206 千円 

観光案内パンフレット等の作成・頒布を通じて、松山の観光ＰＲ・観光客誘致

を行う。 

① 瀬戸のまつやま「海ごはん」ＭＡＰ 

② 松山観光ポスター 
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（７）案内所運営事業                    支出予算 24,733 千円 

観光客等への窓口として、松山市内４ヶ所（松山城・道後・ＪＲ松山駅・松山

観光港）において観光案内所を設置し、観光地や宿泊施設、地域資源等の情報発

信を行うことにより、都市イメージの向上を図る。 

 

 

（８）松山観光ボランティアガイド事業           支出予算  7,080 千円 

    市民、観光関連団体、行政が一体となり、ガイド事業やガイド養成講座などを 

通して、国内外の観光客を「おもてなしの心」でお迎えする機運を醸成し、松山 

観光を支えていく。 
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２．コンベンション推進事業（公益目的事業２）                      

        予算総額（支出）35,121 千円 

             

       

 

（１）誘致促進事業                    支出予算 10,622 千円 

 

① 誘致セールス 

首都圏、大都市圏に所在の団体・学協会事務局等のコンベンション主催団体 

本部や、愛媛県内の地方支部や有力者等、地元のキーパーソンに対し、助成金を

はじめとする開催支援メニューなどのインセンティブやユニークベニュー等、 

愛媛・松山の特色を生かした提案、また、松山城、道後温泉本館等の魅力的な  

観光資源の紹介などを行い、地方で開催される学協会等の全国大会等、コンベン

ションを松山に誘致するためにセールス活動を行う。 

 

② 第 28 回国際 MICE エキスポ（IME2019）への出展 

国際会議、学会・大会、企業ミーティング等、ＭＩＣＥ開催を支援する商談会

としては日本で最大規模の「第２８回国際ＭＩＣＥエキスポ（ＩＭＥ２０１９）」

に出展し、学協会等の全国大会等コンベンションを松山に誘致するため、来場 

するコンベンション主催者に対し、セールス活動や商談を行う。 

      期 日  平成 31年 2月 26 日（火）（予定） 

        場 所    東京都内（予定） 

 

③ 誘致懇談会の開催 

当協会が加盟する「7 都市情報交換会」や、「中国・四国地区コンベンション    
推進協議会」に属する各地方都市のコンベンション推進団体と合同で、コンべン

ション主催者である団体・学協会事務局等を招いて開催する首都圏での懇談会に

おいて、情報交換や誘致セールス活動を行う。 
 また、県内では、地元に所在の地方支部・団体等や有力者などキーパーソンを

招いて開催する地元での懇談会において、大会開催に関する情報提供や意見交換、

ならびに当協会の賛助会員との商談機会を提供することで、愛媛・松山へのコン

ベンション振興を図る。 
 

ア 中四国地区コンベンション推進協議会事業 

総 会     期 日  平成 30年 7月頃(予定) 

                  場 所  島根県松江市 

          懇談会     期 日  平成 30年 12 月（予定） 

                  場 所  東京都内 

          

5



 

  
 

 

研修会     期 日  平成 31年 3月頃（予定） 

                 場 所  山口県山口市内（予定） 

イ ７都市情報懇談会 

          情報懇談会   期 日  平成 31年 1月（予定） 

                 場 所  東京都内 

ウ 地元誘致懇談会 

誘致懇談会   期 日  平成 30年 11 月（予定） 

       場 所  松山市内 

 

④ 海外からの誘致促進 

ビジット・ジャパン・キャンペーン（VJ 事業）を実施する国の政策等と連

携しつつ、海外からの観光客やインセンティブ旅行、教育旅行等の誘致につい

て、愛媛県・松山市と協力、連携して、近隣の上海、韓国、台湾、香港からの

誘客増を図るための取り組みを実施し、誘客促進を図る。 
 

 

（２）開催支援事業                    支出予算 22,649 千円 

                        

① 開催助成金制度 

愛媛・松山へのコンベンション開催を誘致し、愛媛県・松山市の地域振興や  

国際会議観光都市「松山」の発展、地域経済の活性化に寄与する目的で、交付  

要綱に基づき、一定規模以上のコンベンションを開催する主催者を対象に開催 

経費の一部を助成することで、コンベンション誘致をさらに促進する。 

 

② 歓迎用看板等の掲出 

コンベンション開催支援の一環として、松山で開催されるコンベンションの 

うち、「全国規模の大会で県外参加者 1,000 人以上」、または「国際会議」を対象

に松山空港ビルに歓迎用看板を掲出することで、大会主催者や県外参加者に  

対する「愛媛・松山」の高いホスピタリティの周知とイメージアップを図り、   

もってより大規模な全国大会や国際会議の誘致につなげる。 
 

③ 支援グッズの作成   

コンベンション参加者に対し、ナイロン製アームバッグやアフターコンベン 

ション用ガイドブック「ようおいでたなもし」等を提供することで、参加者の  

利便性向上や、高いホスピタリティを印象付け、「松山」のイメージ向上を図り、

参加者からの高い評価、満足度につなげ、もってリピート開催や関連する大会の

誘致促進に寄与する。 
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④ サポートスタッフの派遣、育成 

松山でのコンベンション開催の際、主催者からの依頼に応じ、大会の運営補助

や観光案内業務等をサポートするためコンベンションボランティアを派遣する。

また、一定規模以上のコンベンションに対し、松山マドンナ大使の派遣や郷土  

芸能の提供、ならびにこれら支援に関する情報提供など、大会の円滑な運営と  

成功に向け充実したサポートを行い、参加者や事務局からの高い評価や満足度に

つなげ、リピート開催や関連大会の誘致を促進する。 

 

 

（３）調査・研究事業                    支出予算 1,850 千円 

 

① 経済波及効果調査 

愛媛県内で開催されたコンベンションを調査し、それを元に地域経済への波及

効果額を算出することで、当協会の実施するコンベンション事業に対する愛媛 

県民、松山市民の理解を図り、当協会事業の円滑な実施とさらなるコンベン  

ション振興に寄与する。 

 

② コンベンション調査 

愛媛県内で開催予定の大会情報を調査し、その結果を元にコンベンション  

カレンダーを作成、当協会賛助会員に配布し、営業活動を側面支援することで、

地域経済の活性化に寄与する。また、得られた情報を当協会の開催支援活動等に

活用し、より円滑な事業実施に努める。 
 加えて、日本政府観光局（JNTO）や（一社）日本コングレス・コンベン     

ション・ビューロー（JCCB）が実施する研修会等に参加し、業務に関する知識

や技能を習得し、実務能力の向上を図り、より効果的な業務遂行に努める。 
 

③ 管理システムの運用（コンベンション誘致のための情報収集及び分析） 

団体・学協会等コンベンション主催者への訪問や、各種懇談会等における誘致

セールス活動等を通じて得られた各種情報等を記録、管理する。また、これらを

解析、活用し、より効果的、かつ的確なコンベンション誘致活動を実施すること

で、松山におけるコンベンション振興を図る。 
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Ⅱ．収益事業                                

 予算総額（収入） 5,606 千円 

                  (支出)  1,336 千円 

 

 

１．広告料収入事業                    収入予算  2,240 千円 

                         支出予算   453 千円 

 

（１）ロープウェイ駅舎３階壁面広告 

（２）物産陳列ケース 

（３）ロープウェイゴンドラ内広告 

（４）ホームページバナー広告 

 

 

 

２．手数料収入事業                     収入予算 2,262 千円 

                           支出予算   585 千円 

 

（１）案内所での記念グッズ等販売による手数料 

（２）自動販売機での飲料販売による手数料 

（３）松山城メダル販売による手数料 

 

 

 

３．販売収入事業                      収入予算 1,104 千円 

                           支出予算  298 千円 

 

（１）名刺台紙販売 

（２）図書販売 

（３）ハンドタオル販売 

（４）オリジナルグッズ等販売 
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Ⅲ．その他管理事業等                       

           予算総額   9,881 千円 

       

 

１．機関紙「Ｎａｍｏｓｈｉ」作成   

  年２回作成し、全国のコンベンション推進団体や賛助会員等に配布 

 

 

 

２．ホームページ運営         

 協会ホームページの運営（情報の更新等） 

 

 

 

３．新規会員の確保          

 収入確保のために、新規会員の獲得に努める 

 

 

 

４．会議開催             

各専門委員会の開催を随時行うほか、理事会・評議員会を必要に応じ適宜開催 

 

 

 

５．共催・協賛事業          

（１）第 15 回伊予節全国大会 (協賛事業) 

期 日  平成 30年 4月 7日(土) 

主 催  伊予節全国大会実行委員会    

      

（２）第 48 回野球拳全国大会(協賛事業) 

期 日  平成 30年 4月 7日（土） 

主 催  春まつり野球拳全国大会実行委員会 

 

（３）第 16 回ＪＡＢＡ子規記念杯野球大会(協賛事業) 

期 日  平成 30年 4月 14 日（土）・15 日（日） 

主 催  JABA 愛媛県野球連盟 
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（４）第 68 回松山港まつり (協賛事業) 

期 日  平成 30年 8月 5日（日） 

主 催  松山港まつり振興会 

 

（５）第 53 回松山まつり (協賛事業) 

期 日  平成 30年 8月 10 日(金)～12 日(日)（予定） 

主 催  松山まつり実行委員会 

 

（６）いもたき事業 (共催事業) 

場 所  出合橋下河川敷 

期 日  平成 30年 9月 7日(金)～10 月 13 日(土)（予定） 

主 催  観光松山いも炊き会・(公財)松山観光コンベンション協会 

 

（７）愛媛調理製菓専門学校｢料理作品展｣ (協賛事業) 

期 日  平成 31年 2月（予定） 

主 催  学校法人愛媛学園 

 

（８）坊っちゃんカップ第 12 回道後温泉卓球大会（共催事業） 

期 日  平成 31年 2月（予定） 

主 催  (公財)松山市文化・スポーツ振興財団 
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(単位：円）

公１
（観光・物産）

公２
（ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ）

共通 小計 収１（販売等） 共通 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 0 0 105,000 105,000 0 0 0 0 0 105,000

基本財産利息収入 105,000 105,000 0 105,000

特定資産運用益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特定資産受取利息 0 0 0

受取会費 0 0 12,500,000 12,500,000 0 0 0 0 0 12,500,000

賛助会員会費収入 12,500,000 12,500,000 0 0 12,500,000

事業収益 2,840,000 390,000 0 3,230,000 5,606,000 0 5,606,000 0 0 8,836,000

広告料収入 0 2,240,000 2,240,000 2,240,000

手数料収入 0 2,262,000 2,262,000 2,262,000

販売収入 390,000 390,000 1,104,000 1,104,000 1,494,000

観光PR事業収入 720,000 720,000 0 720,000

物産と観光展手数料収入 2,120,000 2,120,000 0 2,120,000

受取補助金等 110,838,000 37,535,200 0 148,373,200 0 0 0 39,302,800 0 187,676,000

市補助金等収入 110,838,000 37,535,200 0 148,373,200 0 39,302,800 187,676,000

受取負担金 0 0 1,000,000 1,000,000 0 0 0 0 0 1,000,000

負担金収入 1,000,000 1,000,000 0 1,000,000

雑収益 0 0 1,000 1,000 0 0 0 184,000 0 185,000

受取利息 1,000 1,000 0 1,000

雇用保険料預り金 0 0 184,000 184,000

経常収益計 113,678,000 37,925,200 13,606,000 165,209,200 5,606,000 0 5,606,000 39,486,800 0 210,302,000

（２）経常費用

事業費 126,481,385 49,295,879 4,719,000 180,496,264 4,339,380 0 4,339,380 0 184,835,644

報酬 0 0 624,000 624,000 0 0 0 624,000

給料手当 18,325,000 11,305,000 1,785,000 31,415,000 0 0 0 31,415,000

退職給付費用 103,385 798,879 0 902,264 0 0 0 902,264

福利厚生費 4,573,000 3,092,000 2,310,000 9,975,000 0 0 0 9,975,000

臨時雇賃金 2,243,000 0 0 2,243,000 0 0 0 2,243,000

会議費 653,000 2,185,000 0 2,838,000 0 0 0 2,838,000

旅費交通費 9,638,000 6,309,000 0 15,947,000 0 0 0 15,947,000

通信運搬費 8,422,000 486,000 0 8,908,000 0 0 0 8,908,000

什器備品減価償却費 0 0 0 0 5,470 0 5,470 5,470

消耗品費 8,892,000 1,725,000 0 10,617,000 68,000 0 68,000 10,685,000

印刷製本費 2,378,000 2,027,000 0 4,405,000 0 0 0 4,405,000

諸謝金 9,315,000 1,027,000 0 10,342,000 0 0 0 10,342,000

報償費 600,000 0 0 600,000 0 0 0 600,000

委託費 47,049,000 584,000 0 47,633,000 2,004,000 0 2,004,000 49,637,000

負担金支出 945,000 1,477,000 0 2,422,000 0 0 0 2,422,000

広告宣伝費 4,949,000 65,000 0 5,014,000 0 0 0 5,014,000

賃借料 3,549,000 112,000 0 3,661,000 577,000 0 577,000 4,238,000

修繕費 290,000 0 0 290,000 0 0 0 290,000

保険料 1,086,000 18,000 0 1,104,000 0 0 0 1,104,000

手数料 4,000 0 0 4,000 0 0 0 4,000

光熱水料費 0 0 0 78,000 78,000 78,000

租税公課 117,000 0 0 117,000 0 0 117,000

助成金支出 3,000,000 18,000,000 0 21,000,000 0 0 0 21,000,000

雑費 350,000 85,000 0 435,000 0 0 0 435,000

期首棚卸高 0 1,731,574 1,731,574 1,731,574

期末棚卸高 0 △ 124,664 △ 124,664 △ 124,664

収支予算書（正味財産増減計算ベース）内訳表

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

科     目

公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計
内部取引

控除
合計
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公１
（観光・物産）

公２
（ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ）

共通 小計 収１（販売等） 共通 小計
科     目

公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計
内部取引

控除
合計

管理費 37,638,570 0 37,638,570

役員報酬 6,598,000 6,598,000

給料手当 16,307,000 16,307,000

福利厚生費 4,061,000 4,061,000

臨時雇賃金 0 0

退職給付費用 791,570 791,570

会議費 312,000 312,000

旅費交通費 85,000 85,000

交際費 52,000 52,000

通信運搬費 1,780,000 1,780,000

手数料 0 0

消耗品費 1,960,000 1,960,000

印刷製本費 530,000 530,000

諸謝金 200,000 200,000

委託費 670,000 670,000

負担金支出 594,000 594,000

賃借料 2,013,000 2,013,000

修繕費 30,000 30,000

保険料 334,000 334,000

燃料費 178,000 178,000

光熱水料費 750,000 750,000

租税公課 390,000 390,000

減価償却費 0 0

有価証券運用損 0 0

雑費（予備費含まない） 3,000 3,000

経常費用計 126,481,385 49,295,879 4,719,000 180,496,264 4,339,380 0 4,339,380 37,638,570 0 222,474,214

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 12,803,385 △ 11,370,679 8,887,000 △ 15,287,064 1,266,620 0 1,266,620 1,848,230 0 △ 12,172,214

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 12,803,385 △ 11,370,679 8,887,000 △ 15,287,064 1,266,620 0 1,266,620 1,848,230 0 △ 12,172,214

２．経常外増減の部 0

（１）経常外収益 0

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用 0

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他会計振替額 191,491 191,491 △ 191,491 △ 191,491 0

当期一般正味財産増減額 △ 12,803,385 △ 11,370,679 9,078,491 △ 15,095,573 1,266,620 △ 191,491 1,075,129 1,848,230 0 △ 12,172,214

一般正味財産期首残高 △ 77,425,241 △ 34,511,540 75,559,242 △ 36,377,539 8,252,973 △ 1,376,618 6,876,355 15,590,530 0 △ 13,910,654

一般正味財産期末残高 △ 90,228,626 △ 45,882,219 84,637,733 △ 51,473,112 9,519,593 △ 1,568,109 7,951,484 17,438,760 0 △ 26,082,868

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等 0 0 0 0

一般正味財産への振替額 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 521,000,000 521,000,000 0 0 0 0 0 521,000,000

指定正味財産期末残高 0 0 521,000,000 521,000,000 0 0 0 0 0 521,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 △ 90,228,626 △ 45,882,219 605,637,733 469,526,888 9,519,593 △ 1,568,109 7,951,484 17,438,760 0 494,917,132
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 105,000 315,000 △ 210,000

基本財産利息収入 105,000 315,000 △ 210,000

特定資産運用益 0 0 0

特定資産受取利息 0 0 0

受取会費 12,500,000 12,500,000 0

賛助会員会費収入 12,500,000 12,500,000 0

事業収益 8,836,000 8,936,000 △ 100,000

広告料収入 2,240,000 2,240,000 0

手数料収入 2,262,000 1,930,000 332,000

販売収入 1,494,000 1,746,000 △ 252,000

観光PR事業収入 720,000 720,000 0

物産と観光展手数料収入 2,120,000 2,300,000 △ 180,000

受取補助金等 187,676,000 192,379,000 △ 4,703,000

市補助金等収入 187,676,000 192,379,000 △ 4,703,000

受取負担金 1,000,000 1,000,000 0

負担金収入 1,000,000 1,000,000 0

雑収益 185,000 397,000 △ 212,000

受取利息 1,000 1,000 0

雇用保険料預り金 184,000 396,000 △ 212,000

経常収益計 210,302,000 215,527,000 △ 5,225,000

（２）経常費用 0

事業費 184,835,644 187,946,707 △ 3,111,063

報酬 624,000 632,000 △ 8,000

給料手当 31,415,000 30,395,000 1,020,000

退職給付費用 902,264 1,959,382 △ 1,057,118

福利厚生費 9,975,000 9,871,000 104,000

臨時雇賃金 2,243,000 4,474,000 △ 2,231,000

会議費 2,838,000 3,540,000 △ 702,000

旅費交通費 15,947,000 16,653,000 △ 706,000

通信運搬費 8,908,000 9,045,000 △ 137,000

什器備品減価償却費 5,470 5,470 0

消耗品費 10,685,000 10,783,300 △ 98,300

印刷製本費 4,405,000 5,590,000 △ 1,185,000

諸謝金 10,342,000 10,687,000 △ 345,000

報償費 600,000 600,000 0

委託費 49,637,000 44,849,000 4,788,000

負担金支出 2,422,000 2,227,000 195,000

広告宣伝費 5,014,000 5,245,000 △ 231,000

賃借料 4,238,000 4,150,000 88,000

修繕費 290,000 310,000 △ 20,000

保険料 1,104,000 1,092,000 12,000

手数料 4,000 0 4,000

光熱水料費 78,000 78,000 0

租税公課 117,000 0 117,000

助成金支出 21,000,000 24,000,000 △ 3,000,000

雑費 435,000 565,000 △ 130,000

期首棚卸高 1,731,574 1,819,718 △ 88,144

期末棚卸高 △ 124,664 △ 624,163 499,499

収支予算書（正味財産増減計算ベース）

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

科     目
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管理費 37,638,570 34,361,018 3,277,552

役員報酬 6,598,000 6,647,000 △ 49,000

給料手当 16,307,000 13,105,000 3,202,000

福利厚生費 4,061,000 3,762,000 299,000

臨時雇賃金 0 0 0

退職給付費用 791,570 1,115,018 △ 323,448

会議費 312,000 312,000 0

旅費交通費 85,000 85,000 0

交際費 52,000 52,000 0

通信運搬費 1,780,000 2,035,000 △ 255,000

手数料 0 0 0

消耗品費 1,960,000 1,959,000 1,000

印刷製本費 530,000 530,000 0

諸謝金 200,000 200,000 0

委託費 670,000 670,000 0

負担金支出 594,000 637,000 △ 43,000

賃借料 2,013,000 1,953,000 60,000

修繕費 30,000 30,000 0

保険料 334,000 170,000 164,000

燃料費 178,000 166,000 12,000

光熱水料費 750,000 600,000 150,000

租税公課 390,000 330,000 60,000

減価償却費 0 0 0

有価証券運用損 0 0 0

雑費（予備費含まない） 3,000 3,000 0

経常費用計 222,474,214 222,307,725 166,489

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 12,172,214 △ 6,780,725 △ 5,391,489

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 △ 12,172,214 △ 6,780,725 △ 5,391,489

２．経常外増減の部 0

（１）経常外収益 0

経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用 0

退職給付費用 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 12,172,214 △ 6,780,725 △ 5,391,489

一般正味財産期首残高 △ 13,910,654 504,959,413 △ 518,870,067

一般正味財産期末残高 △ 26,082,868 498,178,688 △ 524,261,556

Ⅱ　指定正味財産増減の部 0

受取補助金等 0 0 0

一般正味財産への振替額 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 521,000,000 0 521,000,000

指定正味財産期末残高 521,000,000 0 521,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 494,917,132 498,178,688 △ 3,261,556

   (注）指定正味財産増減の部の521,000,000円は、平成29年9月に実施された愛媛県の監査において、基本財産について財務諸表では

　  

　   指定正味財産に計上すべきであるとの指摘を受けたため、今年度資料から指定正味財産増減の部に記載した。

14


